
第４２回原子力委員会

資 料 第 ３ 号

第３９回原子力委員会定例会議議事録 

 

１．日  時  ２００９年１０月２０日（火）１０：３０～１１：０５ 

 

２．場  所  中央合同庁舎４号館 １０階 １０１５会議室 

 

３．出 席 者  原子力委員会 

近藤委員長、田中委員長代理、松田委員、広瀬委員 

        内閣府 

         渕上企画官、牧参事官補佐、藤原参事官補佐、迫田主査 

        株式会社東芝 

         五十嵐執行役上席常務、岡村原子力事業部長、大嶋原子力輸出推進部長 

 

４．議  題 

 （１）米国政府による原子炉供給メーカーの認定について（株式会社 東芝） 

 （２）原子力政策大綱に示される「放射線利用」および「人材の育成・確保」に関する政策

の評価について 

 （３）近藤原子力委員会委員長の海外出張について 

 （４）その他 

 

５．配付資料 

  （ １ ）米国政府による原子炉供給メーカーの認定について 

  （ ２ ）原子力政策大綱に示される「放射線利用」および「人材の育成・確保」に関す

る政策の評価について（案） 

  （ ３ ）近藤原子力委員会委員長の海外出張について 

 

６．審議事項 

（近藤委員長）おはようございます。第３９回の原子力委員会定例会議を開催させていただき

ます。 

  本日の議題は、１つ目が、米国政府による原子炉供給メーカーの認定についてということ



で、株式会社東芝からご紹介があります。２つ目が、原子力政策大綱に示される「放射線利

用」および「人材の育成・確保」に関する施策の評価についてご相談すること。３つ目が、

私の海外出張について。４つ目が、その他、となっています。よろしゅうございますか。 

  では、事務局、お願いいたします。 

 

 （１）米国政府による原子炉供給メーカーの認定について（株式会社 東芝） 

 

（渕上企画官）それでは、１つ目の議題でございます。米国政府による原子炉供給メーカーの

認定について、株式会社東芝の五十嵐執行役上席常務、岡村原子力事業部長、大嶋原子力輸

出推進部長からご説明をいただきます。よろしくお願いします。 

（五十嵐上席常務）ご紹介いただきました東芝の五十嵐でございます。本日はよろしくお願い

いたします。 

  米国政府による原子炉供給メーカーの認定ということでございまして、概要はここに示し

ますように、当社は２００９年７月１３日～１７日まで、米国原子力規制委員会（ＮＲＣ）

による監査を受審しました。監査の対象は、磯子エンジニアリングセンターおよび府中事業

所の米国ＡＢＷＲの設計部門および品質保証部門であります。品質保証プログラムの実施状

況と設計管理のプロセス、施設運転の計画が調査されました。監査の結果、本年２月に私ど

もが受注したサウス・テキサスプロジェクト３号機、４号機、以降ＳＴＰ－３／４と呼びま

すけれども、これについて、当社の米国型ＡＢＷＲを供給する能力のあるということが確認

されました。 

  背景としまして、当社はＳＴＰ－３／４で建設を計画しております米国型ＡＢＷＲは東

芝・ＧＥ・日立が共同で開発したＡＢＷＲでありまして、米国の原子力規制に基づいて、１

９９７年にＧＥが設計認証を取得したものであります。ＳＴＰ－３／４のプロジェクトでは

設計認証を取得したＧＥではなく、当社が建設することから、設置者であるＳＴＰ Ｎｕｃ

ｌｅａｒ Ｏｐｅｒａｔｉｎｇ Ｃｏｍｐａｎｙ、以降ＳＴＰＮＯＣと呼びますけれども、

こちらが当社は米国型ＡＢＷＲの設計認証を十分に熟知し、供給できるということを確認し、

ＮＲＣに報告しております。今回の監査は、ＳＴＰＮＯＣの報告を受け、この報告の妥当性

を検証することを目的として、ＮＲＣが独自に直接当社を監査することになったものであり

ます。 

  なお、本監査は、Ａｌｔｅｒｎａｔｅ Ｖｅｎｄｏｒ Ｉｎｓｕｐｅｃｔｉｏｎ（ＡＶ



Ｉ）と呼ばれまして、通常の品質保証監査とは異なるものであります。 

  ＳＴＰ－３／４のプロジェクトの経緯はそこに示すとおりでございます。 

  次のページに、この対応についてでございますけれども、本年７月１３日～１７日にＮＲ

Ｃの監査員９名が来日いたしまして、磯子エンジニアリングセンター及び府中事業所におい

て監査を実施しました。監査は、ＮＲＣが規定している監査要領に基づき行われまして、設

計管理・調達管理・不適合管理・是正処置要領の妥当性、要員の教育訓練状況などについて

米国規制「１０ＣＦＲ Ｐａｒｔ ５０ Ａｐｐｅｎｄｉｘ Ｂ（品質保証システム）」、

それと「１０ＣＦＲ Ｐａｒｔ２１（重大不適合対応処置要領）」の要求に従った品質保証

プログラムを確立し、履行しているか検証されました。また１例として、デジタル計装制御

システムと格納容器解析の設計管理プロセスの妥当性が確認されました。さらに、当社が日

本のＡＢＷＲの建設・運転経験に基づいて策定する試運転計画について、その妥当性が確認

されました。ＮＲＣの監査員は品質保証マニュアルなどのＱＡプログラム図書や、それに基

づく活動の記録及び設計図書をレビューし、一方、当社担当者は必要に応じてＮＲＣ監査員

の質問に回答する形で監査は実施されております。 

  なお、当社は、米国型ＡＢＷＲ受注への準備としまして、原子力の設計・品質保証体制の

見直し及び人員を増強しまして、設計変更、資料の英文化等を行い、これらの品質保証体制

の整備に約２年かけております。 

  結果でございますけれども、監査の結果、当社の品質保証プログラムは、米国規制「１０

ＣＦＲ Ｐａｒｔ ５０ Ａｐｐｅｎｄｉｘ Ｂ」および「１０ＣＦＲ Ｐａｒｔ２１」の

要求を満足し、また従事者もこのプログラムを効果的に運用していること、さらに、ＳＴＰ

ＮＯＣの東芝評価報告が妥当であることが確認されました。これによりまして、当社がＳＴ

Ｐ－３／４向けに米国型ＡＢＷＲを供給するのに必要な技術的能力と適性を有している、と

ＮＲＣは結論付けております。 

  今後の話でございますけれども、本監査が成功裏に終了し、プロジェクトはさらに一歩前

進しております。ＳＴＰ－３／４プロジェクトは米国政府による債務保証の最終候補にも残

っており、プロジェクトは順調に進捗しております。当社はプラント建設に向けて準備を加

速してまいります。また、米国型ＡＢＷＲを供給する上で、国内ＡＢＷＲへの供給実績を十

分に有する機器・部材メーカーの米国への進出も肝要であると考えております。 

  当社は、グローバルな原子力ルネッサンスを牽引し、電力の安定供給と地球温暖化防止に

原子力のリーディングカンパニーとして貢献していきたいと考えております。 



  以上でございます。 

（近藤委員長）どうもありがとうございました。 

  では、ご質疑、どうぞ。 

  松田委員。 

（松田委員）ここには具体的な工程プロセスというのをお書きになっていませんが、例えばこ

のＳＴＰ－３／４の大きさはどれぐらいであるとか、この後の契約はどのように進捗して、

いつごろに立ち上がっていくのかとか、そういうことを一般の人は知りたいと思うのですが、

その点はいかがでしょうか。 

  また、本審査の目的のところに色々な監査システムがありますが、「背景」の最後のとこ

ろに品質保証監査とは違うという記述があります。それで、品質保証監査とはどういうもの

で、今回の米国で受けた監査との違いというものを、興味を持っている一般の方だと知りた

いと思うのではないかと、その確認でございます。 

（五十嵐上席常務）このＡＢＷＲの出力でございますけれども、日本で稼動しております柏崎

の６、７号機などと同じような、１３８万というレベルの出力でございます。ここにありま

すように、ＣＯＬＡということで、日本でいいますと設置許可申請のようなものですけれど

も、向こうではコンバインドオペレーティング、コンストラクションとオペレーションを一

緒に認可するようなプロセスの承認行為の図書を出しておりまして、２０１２年６月ごろに

その認可が下りるという見通しをしておりまして、その後に建設工事をスタートすると考え

ております。大体それから４年間ぐらいの建設工事が必要だと考えておりまして、２０１６

年に３号機が、２０１７年に４号機が営業運転を開始するという計画で進んでおります。 

  それから、もう１つご質問のありました品質保証体制の監査と今回のＡＶＩの監査と何が

違うかということでありますけれども、ＮＲＣが通常行っております品質保証体制の監査と

いうものは、原子力発電所を建設する我々のようなメーカーですとか、運転している電力会

社に対する監査を品質保証の観点からされているものは既にあります。 

  今回が特殊だと申しますのは、１ページ目にありますように、ＧＥが当初このプラントを

建設するという計画でおりましたが、途中でＧＥから東芝がこのＡＢＷＲのデザインを担当

するという変更が発生しまして、それにつきましてＳＴＰＮＯＣとしては東芝がそういう能

力を有するということを既に彼ら自身で我々を監査してそういう承認をしておりますけれど

も、それをＮＲＣに報告し、ＮＲＣはその報告内容に従って、それが妥当であるかどうかと

いう監査を今回したという意味で、従来の品質保証の監査とは異なっております。 



（近藤委員長）次に、田中委員。 

（田中委員長代理）こういったアメリカのＮＲＣの厳しい審査を通ったということはすばらし

いことであると思いますが、東芝の技術能力はこれを契機に、他の炉についてもこのままＮ

ＲＣの認可は得られると理解してよろしいでしょうか。 

  それからもう１点、ＮＲＣはアメリカの規制ではあるものの、今後国際的にもっと広く展

開していくときには非常に大きな力になると考えますが、この辺はＮＲＣスタンダードとい

うことで国際展開もやりやすくなるのかどうか、差し支え無ければお聞かせください。 

（五十嵐上席常務）今回の件はＳＴＰ－３号機と４号機のＡＢＷＲを建設する能力があるとい

う認定でございまして、その他につきましてはまた別な形でのプロセスが必要になると思っ

ております。 

  それから、やはり世界の中でもＮＲＣの規制というのはある意味ではスタンダードに近い

ところもあると思います。ＮＲＣにこういう形で認証されたということは、１つの実績がで

きるということでございますので、そういう意味では色々と世界に展開する際も有利になる

のではないかと考えております。 

（近藤委員長）広瀬委員。 

（広瀬委員）そうしますと、これは外に出て行く１つの良いきっかけになると思いますが、今

後の国際的な展開ということをどのようにお考えか、差し支えない程度にお伺いしたいと思

います。 

（五十嵐上席常務）私どもとしましては、まずＳＴＰ－３／４号機をしっかり仕上げるという

ことと、日本で培われましたＡＢＷＲの技術を世界に知ってもらうということを考えており

ます。世界の各国から来られて、柏崎や浜岡を訪問されて、非常に良い運転をしているとい

うことを目の当たりに見て帰られて、そういうプラントを欲しいというお客様の声も大きい

ので、ぜひそういうことが実現できれば良いと思っております。 

（近藤委員長）お話の最後の件については、日本のプラントの評判が非常に高いのは一人東芝

さんの能力のみではなく、日本の建設関係者あるいは電力会社の能力ということも相まって

ということなのかなと思うところ、そのような国内でいいものが用意できたことの条件が海

外において担保できるかという問題がありますね。サウス・テキサスは良い会社で、非常に

センスのある会社だと私も認識していますが、問題は多分２つ目というか、建設関係者の能

力、もちろん東芝さんがその品質管理なりプロジェクトマネジメントの品質保証活動をちゃ

んとなされるので心配ないと思えと言われればはいと言いますけれども、その辺の自信のほ



どはいかがなんでしょうか。 

（五十嵐上席常務）今お話があったように、ＡＢＷＲで開発した主要な機器は日本の機器サプ

ライヤからも供給されている機器が重要機器の中にあります。おっしゃるとおり、そういう

機器につきましては、その品質ですとか信頼性をアメリカで実現するためにはそういうもの

は我々と一緒に行った方が良いのではないかなと思います。そういう方たちがアメリカに行

けるような、ＡＳＭＥのＮスタンプといった規格をとれるような機会の説明会等も我々もし

ておりまして、なるべくそういう日本の重要な機器につきましては、ぜひそういうような形

で取り入れて、信頼性のあるプラントをつくるように心がけていきたいと思っております。 

（近藤委員長）はい、ご健闘をお祈り申し上げます。その他、よろしいですか。 

  それでは、本日はご多用中のところ、ご出席を賜り、どうもありがとうございました。 

（五十嵐上席常務）どうもありがとうございました。 

（近藤委員長）はい。それでは、次の議題。 

 

 （２）原子力政策大綱に示される「放射線利用」および「人材の育成・確保」に関する政策

の評価について 

 

（渕上企画官）それでは、２つ目の議題でございます。原子力政策大綱に示される「放射線利

用」および「人材の育成・確保」に関する政策の評価について、藤原参事官補佐から説明を

いたします。 

（藤原参事官補佐）よろしくお願いいたします。 

  原子力政策大綱に書かれております施策については、これまで分野ごとに評価が行われて

きております。その背景には、原子力政策大綱において「原子力委員会は、関係行政機関の

原子力に関する施策の実施状況を適時適切に把握し、関係行政機関の政策評価の結果とそれ

に対する国民意見も踏まえつつ、自ら定めた１０年程度の期間を一つの目安とする原子力の

研究、開発及び利用に関する施策の妥当性を定期的に評価し、その結果を国民に説明をして

いくこととする。」ということが書いてあることがございます。 

  しかしながら、｢放射線利用｣と「人材の育成・確保」の部分につきましては評価が未実

施となっております。そのため、本日の資料の第２号のとおり、原子力委員会としてこれら

の分野についても評価を行うということでご議論いただきたいということでご説明をさせて

いただきます。 



  資料第２号をご説明させていただきます。 

  まず、１に趣旨を書いてございます。最初の２つのパラグラフは最初に申し上げましたと

おり、政策大綱の抜粋でございますので、そこは省略をさせていただきます。 

  ３つ目のパラグラフから説明いたします。政策大綱に示される政策の妥当性の評価につい

ては、これまでは「政策評価部会の設置について」という原子力委員会決定に基づき政策評

価部会において行うことを基本としてきておりましたけれども、「放射線利用」および「人

材の育成・確保」に関する政策については、これによらず、原子力委員会において政策の妥

当性の評価を行うこととするとしております。 

  評価の観点でございますが、この政策大綱に示される政策の進展状況、それから関係行政

機関の取組状況を把握し、それが十分に成果を上げているか、あるいは政策の目標を達成し

得る見通しがあるか、こういった点からご検討いただき、この作業に基づき、政策大綱に示

された原子力政策の妥当性を評価するとしてございます。 

  ３番に評価方法が書いてございます。（１）から（３）まで読み上げさせていただきます。

１つ目、原子力委員会の定例会等において、政策の進展状況及び関係行政機関等の取組状況

を把握するということ。２つ目、原子力委員会が政策の妥当性について評価を行う。この際、

必要に応じて有識者等の意見を聴くこととする。それから、３つ目、国民からの意見募集を

実施した上で、評価結果を報告書にとりまとめる。こういった方法を示しております。 

  それから、４番、評価のとりまとめでございます。評価のとりまとめには、原子力政策大

綱における考え方、政策の進展状況及び関係行政機関等の取組状況、政策の妥当性の評価及

び今後の進め方に関する基本的な考え方を含むものとすると書いてございます。こういった

点につきましては、この「放射線利用」及び「人材の育成・確保」以外の分野でやってまい

りました評価と同様の内容になってございます。 

  ご説明は以上でございます。 

（近藤委員長）ありがとうございました。 

  いかがでございましょうか。 

  趣旨は、この「放射線利用」及び「人材の育成・確保」に係る各関係者の取組については、

この定例会議の場でいろいろな方からトピックスとして伺ったことがございますし、また、

各委員の強い問題意識もあって、予算のヒアリング等の機会にこのことについても質してき

たということもありますので、ある程度の素材があるということで、まずは事務局と委員会

で相談しながらある程度の形を作って、そしてそれを基に関係者並びに国民の皆様のご意見



を聴くという格好で進められるのかなということで、このような方法でどうかという提案を

したところです。 

  よろしゅうございますか。 

  それでは、このようなことで進めるということで、これを本日の委員会決定とさせていた

だきます。ありがとうございました。 

  それでは、次の議題。 

 

 （３）近藤原子力委員会委員長の海外出張について 

 

（渕上企画官）３番目の議題でございます。近藤原子力委員会委員長の海外出張について、牧

参事官補佐から説明をいたします。 

（牧参事官補佐）資料第３号でございます。近藤委員長の海外出張についてという１枚紙でご

ざいます。 

  今回出張先は中国・北京でございます。 

  渡航目的といたしましては、１０月２３日に北京で第３回の国際原子力エネルギーパート

ナーシップ（ＧＮＥＰ）の執行委員会会合が行われる予定でございまして、これに出席いた

だく予定でございます。また同時に、北京におきまして、海外の原子力関係の要人との意見

交換を行う予定でございます。 

  出張期間、主要日程はここに書いてあるとおりでございますが、１０月２２日に日本を発

ちまして、２４日に帰ってくるという予定でございます。 

  また、ＧＮＥＰの関係では、執行委員会の前の日、１０月２２日に上級行政官級の運営グ

ループ会合というのがございまして、こちらには事務方が出席をして議論に参加してまいり

たいと思っています。 

  以上でございます。 

（近藤委員長）よろしゅうございますか。何かご意見ございますか。 

  広瀬委員。 

（広瀬委員）ＧＮＥＰそのものに対して、日本が今後どのように対処していくかというあたり

は、今回のこのご出張そのものについてということよりも、少し根本的に考えた方が良いと

いう感じはしております。 

（近藤委員長）はい。原子力を進めるにあたっては、インドのような自分が世界を持っている



と思っている国なら良いですけれども、日本の場合は国際社会の中で相互裨益の関係、それ

から国際社会のルール作り、そういうことについて最大限に気を使って進めていく、環境形

成に気配りすることが最も重要なことだと思っています。私は、このような閣僚級の会合で

すと、関係者が顔を合わせて、こんにちは、さようならという儀式めいた感じの面があり、

実質的な意味があるのかと問われてこれだというものがあるかとなると、これですというも

のを直ちに示せない面があることは認めますが、そこで例えば、共同声明をとりまとめて、

こういうことがいま重要だという確認を高いレベルで行う。またいくつかの作業部会が何度

も会合をもって、特定の課題に関して世界が共有できる共通認識に合意していく作業を行っ

ているわけですから、それについて、いわば承認を与えるということ、そういうことが積み

重なって日本にとってというか、各国にとって原子力利用を推進していくための国際環境が

できるわけです。ですから、こういう仕組みというのも割と重要なのかなと思っているとこ

ろです。 

（広瀬委員）今回のＧＮＥＰの重要な議題、あるいは今回の閣僚級会合で今までよりも一歩進

むものが何かあるとか、そういったものはあるのでしょうか。 

（近藤委員長）これは個人的な考えですけれども、今回一番大事なのは中国で開催するという

ことなんですね。中国に対して、原子力利用に関しても国際社会の主要プレイヤーの一人な

んだというそういう問題意識を持ってもらうことはとても重要です。いま世界の関心事であ

る地球温暖化問題、あるいはそれ以前の越境環境問題もようやく彼らは自分達の問題でもあ

るという認識を持ち始め、国内的にも体制整備がなされてきているわけですけれども、従来

は自分たちは途上国だという意識をひどく強く出してきていたのですが、いや、君たちはパ

ートナーだよと、メジャープレイヤーだと言って国際社会のルールづくりにも積極的にコミ

ットしてもらうことがとても重要と思うところ、そういうメッセージを中国首脳に送る手段

になるからです。 

  今年の４月、ＩＡＥＡ主催の原子力会議が中国で開催されたわけですが、それには野田大

臣が出られました。そういうことについて、関係者で約束したということではないんですけ

れども、今の世界の原子力利用を健全に進めていくためには、中国がメジャープレイヤーと

なるということが非常に重要だという問題意識があればこそ、色々な意味で中国に投資をし

ているという面があると。今回の会合もそういうメッセージを送る機会、ある意味ではだめ

押しみたいですかが、中国でやるということが非常に重要だと思っています。 

  もうひとつ。ＧＮＥＰでは、アメリカの思いもあって、途上国関係の一つの例として、し



ばしばＵＡＥを取り上げるんですね。ＵＡＥとの関係がゴールドスタンダードだと彼らは言

う。しかし、ＵＡＥというのは極めて特殊な国なので、それとの関係をもってこれで世界を

律していくのはおかしいと私は異議申し立てをするんですが、こういうことも、いろいろな

環境で議論されることによって多様性が尊重されるようになる。中国の場で議論をすること

には、そういう多様性を踏まえやすくなる面があるのかな、そうであればとそんな思いも持

っています。あんまり根本的に考えていないと言われるかもしれませんが、こうしたスキー

ムの効用について考えているところを申し上げました。 

  ほかに。はい、田中委員。 

（田中委員長代理）ＧＮＥＰにはたくさんの国が参加していて、多分、ＵＡＥも含めてですけ

れども、原子力の平和利用発電を拡大していきたい、やっていきたいという国がある。一方、

アメリカとかを中心に、それに伴う核の拡散を防ぎたいというもう一方の思惑があって、そ

こをどのように今後コンプロマイズできるかというのが、ＧＮＥＰのこれからの大きな役割

のような気がします。 

そういう状況の中で、日本がどういう役割を果たせるかというのは大変難しいなとも思い

ますが、その辺りのことは多分、委員長の出張報告でお話いただけるかなと思うんですけれ

ども、今はどのように思っておられるか、もし差し支えなければお話しいただければと思い

ます。 

（近藤委員長）今、世界で例えばＩＡＥＡの統計で言えば、数十カ国がこれから原子力をやり

たいと言っているという状況がある中で、日本としては、途上国が原子力をエネルギーの安

全保障や地球温暖化対策の手段として活用していくということについては、多国間、二国間

の関係を通じて応援をするべきといつも考えています。問題は、それに対して多国間の場で

日本がどのように貢献できるかですね。 

  世界では、まず、国際社会として遵守するべきルールとして核不拡散とか安全、原子力防

護の確保などがありますね。また、実体面では途上国対先進国、原子炉供給国と原子炉を受

け入れる国という関係がある。ここで、ルールセッター、これは多分にＰ５、核保有国なわ

けですが、このルールを守らせるのにこの関係を使おうとする、そういうことに大変関心が

あるといったらいいのでしょうかね。他方、日本の場合には、原子力をある種生活必需品と

してと言ったら言いすぎだけれども、そういう思いで進めてきたという、そういう思いがあ

る。ですから、まずは国際社会のルール作りの中で、Ｐ５的な発想とそうではない、おそら

くは途上国に共感できる発想とがあるとすれば、後者の発想を国際の議論の場にインプット



していくという役割がある。で、これは非常に重要な役割だと思うんですね。 

  それから、２つ目は、やはり何より継続して１９７０年代から原子力発電所をつくってき

たいろいろな苦労や経験を持っているわけです。こういうことを踏まえて原子力発電を導入

していく国に対して知識を供給するということがあります。そういう意味の経験に裏打ちさ

れたルール作りというか、そういうものについても発言をしていくことが大切と思っていま

す。 

  ３つ目は、これは多分日本の一番大事なことかもしれませんけれども、そういう国々に対

して、いわゆるインフラ整備、原子力発電を導入していくために必要なインフラ設備に人材

とかシステム、規制システムとか様々な社会制度の問題とか、そういうものについて具体的

な例を示しながら意見交換なり、あるいは具体的なやりとりになるとバイになってしまうこ

とも多いんですけれども、提示していくことができること。マルチでも、広瀬委員がメルマ

ガで紹介されたような１０００人研修という思い切ったことも過去にやってきたことがあり

ますし、また従って今後もやり得るわけですけれども。そういうことについてリソースを提

供していくということができるかもしれない。それは状況によってだと思うんですけれども、

そういう格好で仕事をしていくということも検討・提案されるべきと思っています。 

  最終的には、先ほどの東芝のようなサプライヤーの存在。それに比較優位性があるとすれ

ば、ぜひ使っていただきたいということもあるのかもしれません。しかし、そういうことは

多分言う必要も無く、前段の、あるいは第１段階、第２段階の、田んぼをきちんと整備する

ところ、あるいは苗を植えるというところぐらいを、国として国際社会の環境整備という観

点から取り組んでいくべきと思っています。 

  よろしゅうございますか。 

（広瀬委員）ＧＮＥＰではぜひそういう発言をしてきてください。 

（近藤委員長）あまり我が田に水を引くと、後で誰かに怒られるかもしれませんけれども、し

かし、そういう意味のコミュニケーションというのは重要だと思います。 

  先生方それぞれのお立場で色々やっていただくと大変ありがたい。 

  よろしゅうございますか。 

  では、これはそういうことで、よろしくお願いします。 

  次、その他議題。 

 

 （４）その他 



 

（渕上企画官）その他議題、事務局では特にございません。 

（近藤委員長）先生方で何か。 

  よろしゅうございますか。 

  それでは、次回予定を伺って終わりにしましょう。 

（渕上企画官）次回、第４０回の定例会議でございますけれども、開催日時は来週の火曜日、

１０月２７日の１０時半から、場所は４号館の１０階１０１５会議室でございます。 

（近藤委員長）終わってよろしゅうございますか。 

  それでは、これで終わります。 

  ありがとうございました。 

―了― 


